
「規制の簡素合理化に関する調査」の勧告に対するその後の改善措置状況
（２回目のフォローアップ） ～関係者からの意見・要望への対応～ 

規制について社会経済情勢等に適合させ、国民や事業者の負担の軽減を図る観点から、見直し。 
勧告 改善措置状況 

① 製造所固有記号制度（消費者庁） 

 製造所固有記号制度に変更・廃止手続を設け
るとともに、製造所固有記号のオンラインによる
届出及び消費者への公開が可能となるよう、新た
にデータベースを構築。平成28年4月から運用。 

勧告先：国家公安委員会（警察庁）、消費者庁、総務省、厚生労働省、国土交通省、環境省 ＜計18事例＞  
勧告日：平成26年10月14日    
 1回目の回答日：平成27年6月17日～22日  2回目の回答日：平成28年6月24日～7月1日  

１ 社会経済情勢等への適合 

  製造所固有記号制度に変更・廃止手続を設け、
現在使用されている記号のみが掲載される仕組み
を整備した上で、消費者に公開すること。 
 また、製造所固有記号の届出方法について、オ
ンライン手続などを設けること。 

② 狂犬病予防注射の実施頻度（厚生労働省） 
  狂犬病予防注射について、実施頻度の見直しを
含めた狂犬病予防注射の在り方を見直すこと。 
 
 狂犬病の予防接種：4月１日から6月30日までの間に毎年１回 

           接種（狂犬病予防法及び同施行規則） 

 

 調査・研究の結果等を踏まえ、平成28年度
以降、現行制度の見直しの必要性も含め、狂
犬病予防体制の在り方を検討予定。その中で、
予防注射の実施頻度、実施時期についても検討
を行い、可能な限り速やかに結論。 

※検討状況について引き続き注視 

平成28年7月21日 



勧告 改善措置状況 

④ 浄化槽清掃業の許可期間（環境省） 

２ 手続等の簡素合理化 

③ 調理師業務従事届（厚生労働省） 

 調理師業務従事届について、廃止を含めた調理
師業務従事届の在り方を見直すこと。 
 
 都道府県は同届による情報を活用せず 

    届出の周知は調理師会の会員など限定的  
  免許交付者：約364万人 ⇔ 届出者：約24万人 

 調理師業務従事届を、活用している複数の
地方公共団体の事例を把握。  
 その結果を踏まえ、平成28年6月に地方公共
団体における活用事例の紹介や仕組みの周知を
図るための通知を発出するなど、活用を図るため
の取組を実施。 

事務手続等の簡素合理化により、国民や事業者の負担の軽減を図る観点から、見直し。 

 浄化槽清掃業の許可期間について、浄化槽清掃
業者が兼業する場合のある一般廃棄物収集運搬業
者や浄化槽保守点検業者の許可期間を踏まえ、2年
以上の期間の設定が可能であるとの情報提供を行う
こと。 

 平成27年7月の浄化槽行政担当者会議におい
て、市町村等に対し、浄化槽法第35条に基づ
く浄化槽清掃業の許可期間については、市町
村長の判断により、地域の実情に応じて2年以上
の期間の設定を行うことが可能である旨の周知を
行い、浄化槽法上の取扱いを明確化。 
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規制の簡素合理化に関する調査結果に基づく勧告に対する 

改善措置状況（2回目のフォローアップ）の概要 
 

 

【調査の実施時期等】 

1 実 施 時 期     平成25年8月～26年10月 

2 調査対象機関   内閣府、公正取引委員会、国家公安委員会（警察庁）、金融庁、消費者庁、復興庁、総務省、法務省、外務省、財務省、文部 

科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省、都道府県、市町村、関係団体、民間事業者 

 

【勧告日及び勧告先】  平成26年10月14日 国家公安委員会（警察庁）、消費者庁、総務省、厚生労働省、国土交通省、環境省 

 

【回 答 年 月 日】  平成27年6月17日～27年6月22日 

国家公安委員会（警察庁）  平成 27年 6月 22日      消    費   者   庁  平成 27年 6月 19日 

            総   務   省       平成 27年 6月 17日      厚 生 労 働 省  平成 27年 6月 17日 

            国  土  交  通  省       平成 27年 6月 18日     環 境 省  平成 27年 6月 19日 

 

【その後の改善措置状況に係る回答年月日】  平成 28年 6月 24日～28年 7月 1日 

           消 費 者 庁      平成 28年 6月 27日     総 務 省  平成 28年 6月 24日 

                      厚 生 労 働 省    平成 28年 7月 1日    環 境 省   平成 28年 6月 30日 

 

 【調査の背景事情】 

○  規制は、国民の生命や財産を守り、豊かな生活を維持するために必要不可欠なものであるが、時代の変化や技術の進歩に応じて再検討しな

ければ、規制が原因となって、事業者の技術開発を遅らせ、財・サービスの品質や価格を固定させてしまうといった弊害が生じるおそれ 

○  このため、政府では、民間投資を喚起し、生産性を高めるとともに、潜在的な需要を顕在化させるなど、豊かな国民生活を実現するために

不可欠な政策ツールとして、規制改革を最重要課題の一つとして位置付け、継続的に規制の見直しを実施 

○ この調査は、以上のような状況を踏まえ、規制に伴う国民や事業者の負担を必要最小限のものとする観点から、規制の実施状況、規制に伴

う国民の負担の状況などを調査 
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勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

 

1 長期間見直されていない規制等の社会経済情勢等への適合 

 

 (1) 事業者等のニーズや現状の技術に対応していないもの 

（勧告要旨） 

したがって、関係府省は、規制について社会経済情勢等に適合させ、

国民や事業者の負担の軽減を図る観点から、次の措置を講ずる必要が

ある。 

① アマチュア無線の利用者の負担軽減を図るため、技術基準適合証

明を受けた無線設備の取替え及び増設を行う場合には、無線従事者

の資格の操作可能な範囲内において、手続の簡素化を図ることにつ

いて、考え方を整理すること。（総務省） 

（調査結果） 

 ○ 調査したアマチュア無線局免許人は、アマチュア無線局について、無

線従事者の資格で認められている操作可能な範囲で、技術基準適合証明

を受けた無線設備の取替え、増設を行う場合の変更の手続が煩雑であ

り、これらを不要にすべきとしている。 

 

【総務省】 

→ アマチュア無線の利用者の負担軽減を図るため、技術基準適合証明を受

けた無線設備の取替え及び増設を行う場合に、無線従事者の資格の操作可

能な範囲内において、手続の簡素化を図ることが可能かどうか考え方を整

理するため、他の無線局との関係等主な論点を挙げ、平成 27 年度中を目

途に検討を行っているところである。 

⇒ アマチュア無線の利用者の負担軽減を図るため、無線設備の取替え及び

増設を行う場合に手続の簡素化を図ることについて、他の無線局との整合

性、電波監理上の影響等を踏まえて考え方を整理した。その結果、現在無

線局全体を対象に進めている電子申請を主眼とした申請書様式等の見直

しにおいて、アマチュア無線局についても書面及び電子申請共通の分かり

やすい申請書様式等に見直すこととした。あわせて、無線従事者の資格に

よる申請可能な範囲を踏まえた入力方法の簡素化についても検討し、これ

らについて、平成 28年度中を目途に結論を得ることとした（平成 30年度

に施行予定）。 

（勧告要旨） 

② 各都道府県等における理・美容車の許可状況を把握し、都道府県

等へ情報提供すること。（厚生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 11 都道府県等のうち 9 都道府県等は、店舗型の理・美容所

と同様の床面積の最低面積基準をそのまま理・美容車にも適用している

一方で、2都道府県等は、店舗型の理・美容所の床面積と異なる理・美

容車用の床面積を規定している。 

【厚生労働省】 

→ 平成 27年 3月 11日開催の全国健康関係主管課長会議において、把握し

た理・美容車の都道府県等別許可状況（平成 25 年度末現在）を都道府県

等に周知した。 

⇒ 理・美容車の都道府県等別許可状況（平成 25 年度末現在）を厚生労働

省ホームページに掲載しているところである。 

→1回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 
⇒2回目のフォローアップ時に確認した改善措置状況 
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勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

（勧告要旨） 

③ 薬局に備えるべき調剤に必要な設備及び器具について、適切かつ

安全な医薬品の供給及び事業者の負担軽減を図るため、薬局におけ

る使用実態等を踏まえ、必要最小限となるよう見直しを図ること。

（厚生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 6薬局では、製薬会社から購入した医薬品を加工等すること

なく処方することが多くなり、調剤に必要な設備又は器具として備えて

いなければならないもののうち、メスピペット、ピペット台等は使用し

ていない。 

【厚生労働省】 

→ 薬局における使用実態等を把握するため、関係団体に使用実態等の調査

を依頼し、その結果を踏まえ、備え付ける器具が必要最小限となるよう、

ピペット台、ロート台等を削除する薬局等構造設備規則（昭和 36 年厚生

省令第 2号）の改正を平成 27年 4月１日に行い、同日施行した。 

⇒ 措置済み 

 

 

 

（勧告要旨） 

④ 特定建築物に係る個別管理方式の空気調和設備の排水受けの点検

頻度について、事業者の負担軽減を図るため、運転条件や汚れを検

知するセンサーの有無など、設備の状況に応じた取扱いを認めるこ

と。（厚生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 7特定建築物の管理者及び 4ビル管理業者においては、個別

管理方式の空気調和設備について、機種によっては機器の分解や天井等

の内装工事が必要となるため、月に 1回の点検をしているのは 1事業者

のみとなっている。 

【厚生労働省】 

→ 平成 27年 3月 31日に、個別管理方式の空気調和設備の排水受けの点検

について、運転条件や汚れを検知するセンサーの有無など、設備の状況に

応じた取扱いを認めることを示した「特定建築物に係る個別管理方式の空

気調和設備の加湿装置及び排水受けの点検等について」（平成 27 年 3 月

31日付け健衛発 0331 第 9号厚生労働省健康局生活衛生課長通知）を発出

した。 

⇒ 「特定建築物に係る個別管理方式の空気調和設備の加湿装置及び排水受

けの点検等について」の徹底を図るため、地方公共団体に対し「建築物衛

生行政の適正な運営について」（平成 28 年 4 月 15 日付け生食衛発 0415

第 2号厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部生活衛生課長通

知）を発出し、本取扱いについて改めて周知を行った。 

（勧告要旨） 

⑤ 建築主の負担軽減を図るため、現行法に適合している既存建築物に

エキスパンションジョイントを介して増築する場合、既存部分が現行

法に基づく建築確認を既に受け、その後の改変がないなど現行の基準

【国土交通省】 

→ 建築基準法施行規則（昭和 25年建設省令第 40号）の改正及び「構造計

算基準に適合する部分の計画を定める件」（平成 27 年国土交通省告示第

180号）の制定（いずれも、平成 27年 1月 29日公布、同年 6月 1日施行）
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勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

に適合していることが明らかな場合には、再度構造計算を行うことは

不要であることを明確化すること。（国土交通省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 3特定行政庁及び 1指定構造計算適合性判定機関では、エキ

スパンションジョイントで接合された既存建築物の構造計算適合性判

定を不要としても支障はないとしている。 

により、現行法に適合している既存建築物にエキスパンションジョイント

を介して増築する場合、既存部分が現行法に基づく建築確認を受け、その

後改変がないなど現行の基準に適合していることが明らかな場合には、当

該部分の構造計算書の提出が不要であることを明確化した。 

⇒ 措置済み 

（勧告要旨） 

⑥ 浄化槽管理者の負担の軽減を図るため、法定検査について、更に推

進することも含め、全国の法定検査に関する実態を踏まえ、法定検査

の在り方を見直すこと。（環境省） 

（調査結果） 

○ 調査した 3都道府県では、浄化槽の法定検査について、効率化検査を

導入し、通常の検査より費用や検査時間が軽減されている。 

【環境省】 

→ 法定検査を通じた適切な維持管理を担保し、浄化槽管理者の負担の軽減

や浄化槽の信頼性を向上させるため、平成 26 年度において、4 県及び 1

市の法定検査の先進的な取組に関する情報収集を行うとともに、法定検査

の在り方について「平成 26 年度民間活用による浄化槽整備及び維持管理

の手法調査業務」により設置された有識者会議で議論した。 

今後は、効率化検査を実施している都道府県を対象にフォローアップ調

査を実施し、その結果を踏まえ、法定検査の見直しも含めた在り方につい

て、引き続き検討作業を進めていくこととしている。 

⇒ 平成 28 年 2 月、効率化検査を実施している都道府県を対象にフォロー

アップ調査を行うとともに、全国を対象に法定検査に関するアンケート調

査を行った。これらの結果も踏まえ、平成 28 年 1 月～3 月に「浄化槽の

法定検査のあり方に関する検討会」を 3回開催し、同年 3月に法定検査の

あるべき姿として、「効果的・効率的な法定検査の条件」を取りまとめた。 

平成 28年度以降は、これらの条件を満たす法定検査制度の推進を通じ、

浄化槽管理者の手続を容易にする取組（ワンストップ化等）による負担の

軽減を図るとともに、法定検査の受検率向上を図ることとしている。 

(2) 規制の有効性・効果の発現が明らかではないもの 

（勧告要旨） 

① 製造所固有記号制度の信頼性を向上させ、消費者や保健所が製造所

 

【消費者庁】 

→ 勧告の内容を踏まえ、製造所固有記号制度に変更・廃止手続を設けると
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勧 告 事 項 関係府省が講じた改善措置状況 

固有記号から容易に製造所の所在地及び製造者の氏名を把握するこ

とができるよう、製造所固有記号制度に変更・廃止手続を設け、現在

使用されている記号のみが掲載される仕組みを整備した上で、消費者

に公開すること。 

また、製造所固有記号の届出方法について、オンライン手続などを

設けること。（消費者庁） 

（調査結果） 

○ 調査した 6保健所では、製造所固有記号制度には変更・廃止の手続が

なく、実際に使用されている記号だけを特定することが困難であり、デ

ータベースとして使いにくいことから、製造所固有記号データベースを

利用していない。 

ともに、消費者に公開することや、製造所固有記号の届出方法について、

オンライン手続が可能となるよう、データベースの見直しを行うこととし

ており、平成 26 年度補正予算において予算措置され、27 年度中に新規デ

ータベースを構築し、28年度から運用を開始する予定である。 

  なお、製造所固有記号制度については、平成 27年 4月に施行した食品表

示法（平成 25 年法律第 70 号）第 4 条の規定に基づく食品表示基準（平成

27 年内閣府令第 10 号）第 3 条第１項において、原則として同一製品を 2

以上の製造所で製造する場合に限り利用を可能とするなどの見直しを行

い、28年 4月から施行することとしている。 

⇒ 製造所固有記号制度に変更・廃止手続を設けるとともに、製造所固有記

号のオンラインによる届出及び消費者への公開が可能となるよう、新たに

データベースを構築し、平成 28年 4月から運用を開始した（平成 28年 6

月時点において、保健所や消費者から当該データベースに対する改善要望

等は寄せられていない。）。 

なお、製造所固有記号制度について、食品表示法（平成 25年法律第 70

号）第 4条の規定に基づく食品表示基準（平成 27年内閣府令第 10号）第

3条第 1項において、原則として同一製品を 2以上の製造所で製造する場

合に限り利用を可能とするなどの見直しを行い、平成 28 年 4 月 1 日に施

行した。 

（勧告要旨） 

② クリーニング師研修及び業務従事者講習の持つ役割を踏まえつ

つ、通信制の活用などにより、受講者の利便性や受講率の向上等が

図られるよう、都道府県と連携した対応を行うこと。（厚生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 3事業者では、研修を受講するための受講料や交通費等が負

担である等としており、また、既に業務従事者講習について通信制を採

【厚生労働省】 

→ 平成 27年 3月 11日開催の全国健康関係主管課長会議において、各地方

公共団体の地域の実情等を勘案し、積極的な通信制の活用等による研修機

会の確保など、受講者の利便性や受講率の向上等が図られるよう配慮要請

を行った。 

⇒ 積極的な通信制の活用等によるクリーニング師研修等の機会確保に関

する地方公共団体への配慮要請を厚生労働省ホームページに掲載してい
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用している都道府県の 1事業者は、交通費等の負担の観点から、クリー

ニング師研修でも通信制を実施してほしいとの意見を有している。 

るところである。 

（勧告要旨） 

③ 狂犬病予防注射について、実施頻度の見直しを含めた狂犬病予防

注射の在り方を見直すこと。（厚生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した保健所では、科学的に 1年以上の期間効果のあるワクチンが

開発されれば実施頻度を延長しても支障はなく、また、毎年 4月から 6

月までの間に限定されている予防注射の実施時期は、犬の体調によって

は当該期間内に予防注射を受けさせることが困難な場合もあるため、自

由にすべきとしている。 

【厚生労働省】 
→ 現在、予防注射の接種の実施頻度も含め、狂犬病予防体制の全体的な在

り方について、平成 25～27 年度まで、厚生労働科学研究「社会情勢の変

化を踏まえた我が国における狂犬病対策のあり方に関する研究」（平成 25

年度厚生労働科学研究費補助金（研究代表者：山田章雄 東京大学））に

おいて、調査・研究を行っている。また、平成 27 年度に、地方公共団体

等の関係者の意見を広く聴取する予定である。 

これらの結果を踏まえ、平成 28 年度以降、現行制度の見直しの必要性

も含め、狂犬病予防体制のあり方について検討を行い、可能な限り速やか

に結論を出すこととしている。 

⇒ これまで狂犬病予防体制の全体的な在り方について調査・研究を行っ

てきた厚生労働科学研究「社会情勢の変化を踏まえた我が国における狂

犬病対策のあり方に関する研究」における最終報告が平成 28年度中に取

りまとめられる予定である。 

また、狂犬病予防注射の実施時期については、地方公共団体からの意

見聴取等を実施したほか、日常的に意見交換、情報収集を行っている。 

これらの結果等を踏まえ、平成 28年度以降、現行制度の見直しの必要

性も含め、狂犬病予防体制の在り方について検討を行う予定であり、その

中で予防注射の実施頻度、実施時期についても検討を行い、可能な限り速

やかに結論を出すこととしている。 

（勧告要旨） 

④ 調理師業務従事届について、廃止を含めた調理師業務従事届の在

り方を見直すこと。（厚生労働省） 

（調査結果） 

【厚生労働省】 

→ 調理師業務従事届の在り方を検討するため、調理師の業務従事状況の実

態について、平成 26年 10月に公表された衛生行政報告例の結果に基づき、

施設別や都道府県別に分析を行うとともに、調理師業務従事者届の現状や
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 ○ 調査した 6都道府県では、調理師業務従事届に係る集計データについ

て活用しているところはなく、廃止しても何ら支障はないとしている。 

ニーズ、課題について、平成 27 年 1 月に関係団体へのヒアリングを実施

した。 

また、平成 27 年度においても、地方公共団体や関係団体等の意見を広

く聴取する予定である。 

これらの結果を踏まえ、平成 28 年度以降、現行制度の見直しの必要性

も含め、調理師業務従事届の在り方について検討を行い、可能な限り速や

かに結論を出すこととしている。 

⇒ 現行制度の見直しについて、平成 27年度に複数の地方公共団体へのヒ

アリングを実施した結果、調理師業務従事届の活用を図っている事例がみ

られた。 

その結果を踏まえ、地方公共団体及び関係団体に対し「調理師就業届出

の周知徹底及び活用促進について」（平成 28年 6月 29日健健発 0629第 3

号通知）を発出した。また、今後、必要に応じ、調理師法施行規則（昭和

33年厚生省令第 46号）等法令等の見直しを行うなど、届出の励行やより

一層の活用を図るための取組を行ってまいりたい。 

（勧告要旨） 

⑤ 特別養護老人ホームの医務室について、利用実態等を把握しつつ、

特別養護老人ホームにおける医療提供の在り方を検討すること。（厚

生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 調査をした 15 事業者の特別養護老人ホームの医務室については、14

事業者で医師が常駐していない。また、これらの医務室では診療は行わ

れず、職員の詰所・休憩所や打合せスペース等として使用するなど、通

常の診療所とは異なる利用実態となっている。 

【厚生労働省】 

→ 特別養護老人ホームの医療提供の在り方については、医務室等で業務を

行う勤務医及び看護職員の勤務実態や医務室の利用実態を含めた医療提

供の状況等を把握した結果、要介護者が年々増加しており、医療的ケアの

ニーズや実施状況が高い割合になっていること、特養における看取り対応

のニーズが高まっていること等が確認された。 

このような実態を踏まえつつ、社会保障審議会介護給付費分科会におい

て、平成 27 年 4 月の介護報酬改定の論点の一つとして、特別養護老人ホ

ームにおける医療提供の在り方について議論され、これらを踏まえて、新

たに医師や看護職員等が連携して看取り介護の体制構築を推進すること

等を要件として、特別養護老人ホームにおける看取り介護加算の充実など
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の見直しを行った。 

また、特別養護老人ホームについては、平成 26 年 6 月に公布、施行さ

れた地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法

律の整備等に関する法律（平成 26 年法律第 83 号）を受け、平成 27 年 4

月以降、中重度の要介護高齢者を受け入れる施設としての機能の重点化を

図ることから、30 年 4 月の介護報酬改定の過程でも介護の現場の意見等

も踏まえつつ、医療提供の在り方を検討してまいりたい。 

⇒ 特別養護老人ホームについては、平成 27 年 4 月から、中重度の要介護

高齢者を受け入れる施設としての機能の重点化を図っている。引き続き、

平成 30 年 4 月の介護報酬改定の過程でも介護の現場の意見等も踏まえつ

つ、特別養護老人ホームにおける医療提供の在り方を検討してまいりた

い。 

（勧告要旨） 

⑥ 動物取扱責任者研修について、動物取扱責任者への情報提供の在

り方などを考慮しつつ、実施方法を見直すこと。（環境省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 8保健所では、保健所が開催する動物取扱責任者研修につい

て、法令改正のあった場合に開催すればよく、動物取扱責任者への情報

提供は立入検査等でも可能であることから、毎年度開催しなくても支障

は生じないとしている。 

【環境省】 

→ 動物取扱責任者研修について、動物取扱責任者への情報提供の在り方な

どを考慮しつつ、実施方法を検討するため、地方公共団体における第一種

動物取扱業者（以下「事業者」という。）に対する動物取扱責任者研修の

実態及び事業者への情報提供の機会にもなり得る地方公共団体（96団体）

による立入検査の実態について、平成 26年 12月、地方公共団体に調査を

依頼した。 

その結果については、平成 27年 1月にとりまとめ、同年 2月 16日に開

催した動物愛護管理行政主管課長会議において、関係地方公共団体に説明

し、情報共有を図った。 

今後、これらの実態調査の結果などを踏まえて、関係地方公共団体の意

見も聴きながら、研修の実施方法の見直し作業を進めていくこととしてい

る。 

⇒ 事業者に対する動物取扱責任者研修の実施状況及び事業者への立入検
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査の実施状況について、平成 27年 7月に全国の地方公共団体（都道府県・

指定都市・中核市）に調査を依頼した。その結果、平成 26 年度に全国で

実施された立入検査については、動物取扱業者比で 9％～118％と地方公

共団体間で実施比率に差があることが確認され、あらためて全ての業者に

情報提供等が行える本研修の必要性が確認された。 

また、平成 27 年 8 月、全国の地方公共団体が開催している動物取扱責

任者研修の実施内容及び回数を照会して取りまとめ、平成 27年 11月に地

方公共団体に情報提供した。平成 27 年度の研修結果については調査中で

あるが、複数の地方公共団体において、法令の紹介等だけでなく、海外や

トラブルの事例紹介を新たに盛り込むなど動物取扱業の適正化に資する

ものとなっており、研修内容の改善がみられた。 

今後も研修内容や回数については継続して調査を実施し、各地方公共団

体に情報提供等を行うことで、改善を図っていく。 

2 通知・通達等の明確化及び徹底  

（勧告要旨） 

したがって、厚生労働省は、通知・通達等法令以外の規定に基づく

規制について、その適正な執行により、国民や事業者の負担軽減を図

る観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームにおける生活相談員の資

格要件について、都道府県における認定実態等を踏まえ、社会福祉

法第 19条第 1項各号のいずれかに該当する者と同等以上の能力を有

すると認められる者についても、認定が可能であることの周知を徹

底すること。 

（調査結果） 

 ○ 調査した 1都道府県では、通知・通達等で社会福祉士及び社会福祉主

事以外にも社会福祉施設等の勤務経験がある者で相談業務に優れてい

【厚生労働省】 

→ 養護老人ホーム及び特別養護老人ホームにおける生活相談員の資格要

件について、勧告後速やかに確認を行い、生活相談員への任用後に、社会

福祉法第 19条第１項各号の資格の取得を義務付けるなどの不適切な取扱

いを行っていると認められた１地方公共団体に対して、平成 26年 10月に

個別に適正な運用を行うように是正を促したところ、このような不適切な

運用については改善された。 

⇒ 措置済み 
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る者は、特別養護老人ホームにおける生活相談員の資格要件として認め

られているにもかかわらず、全ての生活相談員に社会福祉士や社会福祉

主事の資格を通信教育で取得させている。 

（勧告要旨） 

② 訪問介護事業を含む指定居宅サービス事業における従業者の員数

の変更に伴う運営規程の届出について、関係法令等の解釈を明確に

した上で、都道府県に示すこと。 

（調査結果） 

 ○ 調査した 2都道府県では、通知・通達等で従業者の員数を変更した場

合の運営規程の変更の届出が年 1 回でよいということが明確に示され

ていないため、員数の変更の都度、運営規程の変更を行い、届出を行っ

ている。 

【厚生労働省】 

→ 運営規程の「従業者の職種、員数及び職務の内容」に係る変更があった

場合の届出については、関係法令等の解釈を明確に記載した資料を、平成

27 年 3 月 2 日に開催した全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議に

おいて配布し、都道府県（指定都市・中核市含む。）に周知した。 

⇒ 運営規程の届出については、既に平成 27 年 3 月 2 日に開催した全国介

護保険・高齢者保険福祉担当課長会議において、関連法令等の解釈を明確

に記載した資料を配布・周知しており、引き続き、機会を捉えて周知に努

めてまいりたい。 

3 手続等の簡素合理化  

（勧告要旨） 

したがって、関係府省は、事務手続等の簡素合理化により国民や事

業者の負担の軽減を図る観点から、次の措置を講ずる必要がある。 
① 警備業法等に基づく手続の際に添付することとされている医師の

診断書について、警備員個人が別個の手続を同時に申請する場合に

は、正本をいずれか一つの申請書に添付すれば、残りの申請書につ

いてはその写しを添付することで足りるとするなどの負担軽減措置

を行うこと。（国家公安委員会（警察庁）） 
（調査結果） 

 ○ 調査した 1警備業者では、同一の者が同時に警備業法等に基づく別個

の申請をしているが、その際の添付書類である医師の診断書について、

正本をそれぞれの申請で提出している可能性がある。 

【警察庁】 

→ 「一の申請者が警備員の個人資格に係る資格者証等に関し複数の申請手

続を同時に行う場合の添付書類の取扱いについて（通達）」（平成 26 年

10月 15日付け警察庁丁生企発第 522号）を発出し、警備業法等に基づく

個人資格に係る資格者証等の申請手続の際に添付することとされている

医師の診断書について、一の申請者が複数の申請手続を同時に行う場合に

は、正本をいずれか一つの申請書に添付すれば、残りの申請書については

その写しを添付することで足りることとする旨を都道府県警察に対して

周知徹底した。 

また、一般社団法人全国警備業協会に対しては、「一の申請者が警備員

の個人資格に係る資格者証等に関し複数の申請手続を同時に行う場合の

添付書類の取扱いについて（通知）」（平成 26 年 10 月 15 日付け警察庁丁
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生企発第 523号）を発出し、警備業界に対する周知を依頼した。 

⇒ 措置済み 

（勧告要旨） 

② 理容所及び美容所における開設の届出及び変更の届出の際に必要

となる医師の診断書について、労働安全衛生法に基づく健康診断の

結果が理容師法及び美容師法で求める要件を満たす場合は、当該健

康診断の結果に代えることが可能である旨を都道府県等に周知する

こと。（厚生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 理・美容所を開設する場合、理容師法及び美容師法に基づき届出に医

師の診断書を添付しなければならないが、この診断書の内容について、

労働安全衛生法に基づき 1年に 1回行うこととされている健康診断の検

査項目のうち、ⅰ）皮膚疾患の有無、ⅱ）結核の有無に関する検査が共

通する場合がある。 

【厚生労働省】 

→ 平成 27年 3月 11日開催の全国健康関係主管課長会議において、理容所

及び美容所における開設の届出及び変更の届出の際に必要となる医師の

診断書について、労働安全衛生法に基づく健康診断の結果が理容師法及び

美容師法で求める要件を満たす場合は、当該健康診断の結果に代えること

が可能であることを説明し、営業者が行う手続の負担軽減のための配慮要

請を行った。 

⇒ 理容所及び美容所における開設の届出及び変更の届出の際に必要とな

る医師の診断書に関する各地方公共団体に対する配慮要請を厚生労働省

ホームページに掲載しているところである。 

（勧告要旨） 

③ 要介護認定等に係る更新申請について、認定区分の状態変化状況

等を考慮しつつ、市町村及び被保険者の事務負担の軽減策を講ずる

こと。（厚生労働省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 3市町村では、被保険者にとって安心感を得られることや市

町村の介護認定に係る業務負担の軽減になることから、また、調査した

3介護支援事業者では、申請者、保険者及び事業者それぞれの負担軽減

につながることから、心身の状態が安定している者については、要介護

認定等の有効期間を延長すべきとしている。 

【厚生労働省】 

→ 平成 26年の介護保険制度改正に当たり、第 54回社会保障審議会介護保

険部会において取りまとめられた「介護保険制度の見直しに関する意見」

を踏まえ、介護予防・日常生活支援総合事業を実施する市町村の事務負担

を軽減するため、市町村全域で当該事業を実施している場合に限り、更新

申請時の要介護認定等に係る有効期間を、一律に原則 12か月、上限 24か

月に延長し、簡素化することとした。 

これを受け、平成 27年 3月に介護保険法施行規則（平成 11年厚生省令

第 36号）第 38条、第 52条、第 55条及び附則第 2条を改正し、同年 4月

1日から施行した。 

⇒ 措置済み 

（勧告要旨） 【環境省】 
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④ 浄化槽清掃業の許可期間について、浄化槽清掃業者が兼業する場

合のある一般廃棄物収集運搬業者や浄化槽保守点検業者の許可期間

を踏まえ、2年以上の期間の設定が可能であるとの情報提供を行うこ

と。（環境省） 

（調査結果） 

 ○ 調査した 2市町村では、浄化槽清掃業者が兼業する一般廃棄物収集運

搬事業者や浄化槽保守点検業者の許可期間と関係なく、許可期間を 1年

としており、許可期間が 2年以上となっている市町村に比べ、申請手数

料や添付書類の作成が負担となっている。 

→ 平成 27 年 7 月に全国の地方公共団体を招集して行う予定の浄化槽行政

担当者会議において、浄化槽法（昭和 58 年法律第 43 号）第 35 条第 2 項

の趣旨を含め、浄化槽清掃業の許可期間について、浄化槽清掃業者が兼業

する場合のある一般廃棄物収集運搬業者や浄化槽保守点検業者の許可期

間を踏まえ、地域の実情に応じて 2年以上の期間の設定が可能である旨の

周知を行うこととしている。 

⇒ 平成 27 年 7 月に開催した浄化槽行政担当者会議において、浄化槽法第

35 条に基づく浄化槽清掃業の許可期間については、市町村長の判断によ

り、地域の実情に応じて 2年以上の期間の設定を行うことが可能である旨

の周知を行い、市町村等に対し、浄化槽法上の許可期間の取扱いを明確化

した。 
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